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                           出典：総務省データを基に作成 
────────────────── 
 1 Fiber To The Homeの略。光ファイバによる家庭向けのデータ通信サービスのこと。 






































   













 7 Social Networking Siteの略称であり、コミュニティ型のWebサイトのこと。 
 8 weblogの略称、個人や数人のグループで運営される日記的なWebサイトの総称。 

































 11 インターネットを利用して、オフィス以外の場所で働く労働形態のこと。 
 12 ISP（Internet Service Provider）や回線事業者に関係なく利用可能なUSENの提供する無料映像配信サービス。2007年９月
末の視聴者数は1600万を突破している。 





















   
              出典：総務省データを基に作成（３％以上の選択肢を表示） 
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                    出典：総務省資料を基に作成 




















































































 36 前出・芦部信喜【1995】73頁以下、同【1998】「憲法学Ⅲ」（有斐閣）301頁以下の分類に従った。 
 37 「Fairness Doctrine」(公平原則）を合憲としたことで有名なレッドライオン判決では、周波数の有限希少性を理由に政府
による規制を正当化している。Red Lion Broadcasting Co. v. FCC, 395 U.S. 367 (1969)(US）参照 。 
 38 FCC v. Pacifica Foundation, 438 U.S. 726 (1978)(US）参照。また、主要な情報源を少数のマスメディアが掌握することから
生じる「情報のボトルネック性」の問題もその背景にある。長谷部恭男【1999】「憲法学のフロンティア」（岩波書店）
168頁以下参照。周波数の不足との関係では、Turner Broadcasting System Inc. v. FCC, 512 U.S. 622 (1994)(US）、Turner




























 39 米連邦通信委員会（FCC）は、電波の有限希少性が失われたことから、87年には「Fairness Doctrine」を廃止した。また、
近年も同原則の復活については、米議会等で強い反対の声があがっている。なお、CATVに地元テレビ局の番組再送信を
義務付ける「must-carry規制」を違憲とした判例であるQuincy Cable TV, INC. v. FCC, 768F. 2d 1434参照。また、CATVで下










 43 鈴木秀美【2000】「放送の自由」（信山社）303頁以下参照。 
 44 John Stuart Mill「On Liberty」等の影響を受け、米国のOliver Wendel Holmes Jr最高裁判事は、表現には表現で対抗すべき
で、表現の自由への制約は、「思想の自由市場」に委ねられないような「明白かつ現在の基準」を満たす場合に限るとした。 
 45 Lee Bollinger【1976】Freedom of the Press and Public Access: Toward a Theory of Partial Regulation of the Mass Media, 75




































































































































































































































































































































































































のか   ──「融合」をめぐる公法学の課題は、根本的かつ困難な様相を呈する68。  
 
 
 (付記）本稿は共著論文（分担につき冒頭の要旨を参照）であるが、井上個人に関しては、文部科学省科学
研究費補助金（平成19年度交付分）・若手研究(Ｂ）・公法学、井上禎男「放送・通信『融合』期に
おける日仏比較公法学研究」の成果の一部となる。 
 
 (追記）本稿最終校正段階で、法体系研究会の「報告書」（平成19年12月６日）が公表された。本稿におけ
る記述は本文明記のとおり、筆者らが執筆・校正時に参照が可能であった、同「中間取りまとめ」
（平成19年６月19日）に依拠している。もっとも、今回の「報告書」は、基本的に「中間取りまと
め」で示された構想を継承するものであり、本稿における筆者らの主張に特に何らかの変更を認め
るものでもない。なお、「報告書のポイント」には、以下の変更点が明記される。すなわち、両者
の異同は、①「情報通信に包括的に適用されるような利用者保護規定の整備の必要性を追記」、②
「情報通信ネットワークを用いた『表現の自由』を保障すべきことを明記」、③「違法な情報につい
て行政機関が直接関与しない形での対応を促進する枠組みを整備する必要性を追記」、④「現時点
でプラットフォームレイヤーを他のレイヤーから独立した規制として立法化する必要性は大きくは
ない旨を追記」、という４点にかかる変更にあるものとされる。両者をめぐる当該異同および「報
告書」自体の精査については、今後の別稿で論じることにしたい。 
 
────────────────── 
 68 前掲注55でみた現況、すなわち新聞の映像の世界へのネットを媒介とした進出は、放送メディアにとって、むしろ既存の
通信事業者以上の脅威になり得るのかもしれない。我が国の場合、ここで放送と新聞との資本関係に配慮すれば、今後は
放送と通信のみならず、これからの新聞メディアと放送メディアとのかかわりを軸とした再編が図られることになるのか
もしれない。その場合、既存の放送のコンテンツ性への配慮を軸に、どのような地上波メディアが維持ないし創造される
ことになるのか、それでも「基幹」たり得ることをいかに説明してゆくのか、ここで考えるべき問題は尽きないだろう。
メディアの「言論性」の諸相、あるいは、そこで法が想定する様々なメディアの姿、複雑化する事業主体の機能評価、そ
して「表現の自由」とのかかわり等、目下の法体系研究会「中間取りまとめ」が示す「情報通信法（仮称）」にみられる
制度設計が十全に意図しているのか、個人的には疑義なしとしない。それとも、「情報通信法（仮称）」で示される制度設
計は、再編の誘因となることを想定しているのか──いずれにせよ、間もなく出されるであろう法体系研究会の最終報告
と今後の動向を注視したい。 
